
長野市における温室効果ガス削減目標

長野県では、2019年12月の「気候非常事態宣言（2050ゼロカーボンへの
決意）」を踏まえ、2050年に二酸化炭素排出量を実質ゼロとするための「長
野県気候危機突破方針」を令和2年4月に策定した。

また、2050ゼロカーボン実現を目指した2030年度までのアクションプラ
ン「長野県ゼロカーボン戦略」が令和3年6月に策定されました。

長野市は、県の「長野県気候危機突破方針」、「長野県ゼロカーボン戦略」
を踏まえ、長野市域における特色のある取組を実施し、2050年の温室効果ガ
ス排出量「実質ゼロ」を目指します。

１資 料 ５

【温室効果ガス削減目標】（長野県「2050ゼロカーボン達成へのシナリオ」を反映）

◇基準年 2005（Ｈ17）年度 2,377,722t-CO2

◇目標年

短期目標 2026（Ｒ ８）年度 基準年度から△○○％

中期目標 2030（Ｒ12）年度 基準年度から△56％ ⇒ 1,055,460t-CO2

（削減量：1,322,262t-CO2）

長期目標 20５0（Ｒ32）年度 基準年度から△95％ ⇒ 126,480t-CO2

（削減量：2,251,242t-CO2）



１ 短期・中期・長期目標の排出量及び削減目標
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基 準 年 2013（Ｈ25）年度 2010（Ｈ22）年度 2005（Ｈ17）年度 2005（Ｈ17）年度

削 減
目 標

2030年度 △46％
2050年度 実質ゼロ

短期：2030年度△53％
中期：2040年度△77％
長期：2050年度△90％

短期：2026年度△32％
中期：2030年度△43％
長期：2050年度△96％

短期：2026年度△41％
中期：2030年度△56％
長期：2050年度△95％

【2005年度比】
2030年度までに132.22万ｔ-CO2 削減

【2005年度比】
2050年度までに225.12万ｔ-CO2 削減

※R3.2月開催長野市地球温暖化対策専門部会において
示したシナリオ



【現状】
2017年度（平成29年度）のエネルギー消費量は6,300ＴＪでした。
その車両別エネルギー消費量の内訳をみると、自動車6,192ＴＪ（98％）、

鉄道108ＴＪ（２％）となります。
また、エネルギー源をみると、ガソリン・軽油が全体の約98％を占めている

状況となっています。

運輸部門

２ 目標実現への現状整理等

車両別エネルギー消費量

家庭部門

【目標実現に向けて】
エネルギー消費量の大半を占める自動車のＥＶ・ＦＣＶへの転換を着実に進め

るとともに、公共交通の充実、コンパクトなまちづくりを推進し、エネルギー消
費量の削減を図ります。

エネルギー源内訳

【現状】
2017年度（平成29年度）のエネルギー消費量は5,828ＴＪでした。
そのエネルギー源の内訳をみると、電力2,239ＴＪ（38％）、灯油2,082Ｔ

Ｊ（36％）、ガス1,507ＴＪ（26％）となります。
用途別のエネルギー消費は、照明・家電製品が最も多く、次に冷暖房、給湯の

順に利用されている状況となっています。

【目標実現に向けて】
照明・家電製品・冷暖房・給湯など高効率の製品への転換を促し、省エネル

ギー化を図るとともに、住宅の更なる高断熱・高気密化、再生可能エネルギー設
備の導入を着実に進め、エネルギー消費量の削減を図ります。

３部門別エネルギー消費量

部門別エネルギー消費量



【現状】
長野市における産業構成は、全体の約32％を業務部門が占めており、CO2排

出量やエネルギー消費量が最も多い部門になります。
2017年度（平成29年度）のエネルギー消費量は7,773ＴＪでした。
そのエネルギー源の内訳をみると、電力4,200ＴＪ（54％）、ガス1,499Ｔ

Ｊ（19％）、灯油1,290ＴＪ（17％）、重油等784ＴＪ（10％）となりま
す。

業務部門

産業部門

【目標実現に向けて】
卸売・小売業や宿泊・飲食サービス業など店舗の省エネルギー設備への更新や

再生可能エネルギー設備の導入を着実に進め、エネルギー消費量の削減を図りま
す。また、国や県の支援制度の活用を促すとともに、事業所への新たな支援制度
の検討を行います。

【現状】
2017年度（平成29年度）のエネルギ消費量は4,660ＴＪでした。
そのエネルギー源の内訳をみると、電力1,816ＴＪ（39％）、石油製品

1,464ＴＪ（31％）、ガス1,347ＴＪ（29％）、石炭33ＴＪ（1％）となり
ます。

４

エネルギー源内訳

【目標実現に向けて】
業務部門同様、工場などの省エネルギー設備への更新や再生可能エネルギー設

備の導入を着実に進め、エネルギー消費量の削減を図ります。また、国や県の支
援制度の活用を促すとともに、事業所への新たな支援制度の検討を行います。

部門別エネルギー消費量

部門別エネルギー消費量

エネルギー源内訳



運輸部門
6,300ＴＪ

産業部門
4,660ＴＪ

家庭部門
5,828ＴＪ

業務部門
7,773ＴＪ

エネルギー消費量
2017年度：24,561ＴＪ

一事業所当たり

1.46ＴＪ
3,190事業所

一事業所当たり

10.21ＴＪ
617事業所

一事業所当たり

0.51ＴＪ
15,325事業所

一世帯当たり

0.04ＴＪ
159,327世帯

【2050ゼロカーボンシナリオの再試算】
・長野県の温室効果ガス削減目標の見直しを踏まえ、2050年の温室効果ガスを再試算
し、シナリオを見直しました。

一事業所当たり

0.79ＴＪ

一事業所当たり

2.30ＴＪ

一事業所当たり

0.13ＴＪ

一世帯当たり

0.01ＴＪ

目標2050年

５

※２０２１．６月時点における試算であり、今後変更の可能性がある。※ＴＪ＝１０
１２

Ｊ（エネルギー単位）

一事業所当たり

0.65ＴＪ

一事業所当たり

1.07ＴＪ

一事業所当たり

0.20ＴＪ

一世帯当たり

0.01ＴＪ

当初シナリオ 再設定

一事業所（一世
帯）を県と同じ
水準に設定

県と同じシュ
ミレート手法
で設定



▲2,594TJ削減
（▲56％）

▲4,770TJ削減
（▲61％）

▲3,654TJ削減
（▲63％）

▲5,638TJ削減
（▲89％）

2050年度

7,905ＴＪ

2017年度

24,561ＴＪ 長野市の取組

・長野県気候危機突破方針を踏まえ、最終エネルギー消費量を削減する。
2017年：24,561ＴＪ ⇒ 2050年：7,905ＴＪ

・長野県の事業に加えて、ゼロカーボン推進事業を展開し、今後も環境・経済面で最適
な施策を選択しつつ、エネルギー消費量の削減を図る。

６

・住宅の多くは
断熱不足
（県：92％）

・ 設 備 を 含 め た
建物全体の排出
削減が必要

・ｶﾞｿﾘﾝ､ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ
車が８割以上

・化石燃料からの
転換が必要

①最終エネルギー消費量の7割削減

※２０２１．６月時点における試算であり、今後変更の可能性がある。

・次世代自動車の普及促進
ＥＶ活用レジリエンス強化事業

・自転車利用の促進
・公共交通機関の整備等

662ＴＪ

運輸部門
6,300ＴＪ

家庭部門
5,828ＴＪ

・太陽光・太陽熱システムの導入、普及促進
・省エネ機器・設備の導入、普及促進
【R3新規】スマートハウス化応援隊事業
【R3新規】再生可能エネルギーグループ購入促進事業 2,174ＴＪ

3,003ＴＪ

・既存建築物の省エネ改修の促進
【R3新規】太陽光屋根貸し事業
事業所のエコサークル表彰制度
デマンド監視装置導入事業
「エコステップﾟながの」支援サイトによる情報発信

業務部門
7,773ＴＪ

産業部門
4,660ＴＪ

2,066ＴＪ

・省エネ機器・設備の導入、普及促進
・バイオマス利活用の推進



・再生可能エネルギー生産量を３倍以上に拡大する。
201７年：2,484ＴＪ ⇒ 2050年：8,495ＴＪ

・長野県の事業に加えて、ゼロカーボン推進事業を展開し、今後も環境・経済面で最適な
施策を選択しつつ、再生可能エネルギー生産量の拡大を図る。

熱利用
20ＴＪ

電気
2,464ＴＪ

2017年度 2050年度

現状
計2,484ＴＪ

計8,495ＴＪ

熱利用
1,480ＴＪ

太 陽 光
発 電

バイオマス
発 電

水力・小水力
発 電

太 陽 熱

バイオマス

地 中 熱

電気
7,015ＴＪ

138.8万kW
5,267ＴＪ

470ＴＪ

970ＴＪ

40ＴＪ

9.9万kW
1,344ＴＪ

1.6万kW
404ＴＪ

※全ての建物に設置

12,000棟⇒174,000棟

※導入可能地全てで実施

10施設⇒110施設

※豊富なバイオマス資源を
最大限活用

4施設⇒9施設

長野市の取組

【太陽光発電】
【R3新規】スマートハウス化応援隊事業
【R3新規】太陽光屋根貸し事業
太陽光初期費用ゼロモデル紹介事業

【バイオマス発電】
【R3新規】バイオマス産業都市の認定

・木質バイオマス発電所新設
・メタン発酵発電所新設

【太陽熱利用・バイオマス熱利用】
【R3新規】バイオマス産業都市の認定
【R3新規】スマートハウス化応援隊事業

【その他】
低炭素電力活用事業

その他、小水力発電、地中熱利用等については、
国及び県と連携し、各生産量の拡大を図る。

※全ての建物に設置

6,000棟⇒19,000棟

※薪・ペレットストーブへの転換

260台⇒48,000台

※公共施設をはじめ事業所での活用

9施設⇒36施設

７

※２０２１．６月時点における試算であり、今後変更の可能性がある。

②再生可能エネルギーの3倍以上拡大
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・2050年度の最終エネルギー消費量（7,905TJ）に対し、再生可能エネルギー生産量
（8,495TJ）が上回ることから、理論的には、ゼロカーボンの達成は可能である。

・現実的には、再エネ転換が難しい産業用高温炉など排出量（12.65万ｔCO2）が残るが、
森林吸収量（13.47万ｔCO2：2016年※）が上回ることから、実質的なゼロカーボンの
達成は可能である。

８

※２０２１．６月時点における試算であり、今後変更の可能性がある。

③温室効果ガス排出量の実質ゼロに向けて

運輸 家庭 業務 産業（製造業） 産業（農林水産業）廃棄物

※ 森林吸収量の取扱いについては、
現在検討中であるため、2016年度
の試算値を用いています。

CO2以外（メタン、代替フロンなど）


